
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実施要綱

（目的）

第１条 この要綱は、重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している者

及び児童のうち、たんの吸引や経管栄養など在宅で家族が日常的に行ってい

る医療的介助行為（以下「医療的ケア」という。）が必要な者の家族の介護負

担を軽減するため、身近な地域で、障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第

５条第８項に定める短期入所サービスが受けられるよう体制の充実を図ると

ともに、重症心身障害者（児）及びその家族の福祉の向上を図ることを目的

とする。

（定義）

第２条 この要綱において、「重症心身障害者（児）」とは、身体障害者福祉法

（昭和２４年法律第２８３号）第４条に規定する身体障害者、知的障害者福

祉法（昭和３５年法律第３７号）に規定する知的障害者のうち１８歳以上で

ある者及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１

２３号）第５条に規定する精神障害者（知的障害者福祉法に規定する知的障

害者を除く。）のうち１８歳以上である者並びに児童福祉法（昭和２２年法律

第１６４号）第４条第２項に規定する障害児及び精神障害者のうち１８歳未

満である者のうち、法における支給決定において障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基

準該当障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成１８年

９月２９日厚生労働省告示第５２３号）の第５の１の注１の（２）に規定す

る重症心身障害者又は第７の１の注５に規定する重症心身障害児に該当する

と児童相談所長が認めた者をいう。

（利用対象者等）

第３条 田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業（以

下「事業」という。）の利用対象者は、市内に住所を有する重症心身障害者（児）

のうち、別表に掲げる医療的ケアを必要とする者とする。

２ 利用期間は、１回につき７日以内とする。

（実施事業者）

第４条 事業を実施する事業者（以下「実施事業者」という。）は、法に規定す



る短期入所サービスを実施している愛知県が指定する指定短期入所事業所

（医療法（昭和２３年法律第２０５号）に基づく病院及び診療所を除く。）の

設置者とする。

（実施事業者の要件）

第５条 実施事業者は、次条の規定により市長が指定する者とし、次の各号に

掲げる要件をいずれも満たすものとする。

(1) 愛知県重症心身障害児・者短期入所利用支援事業実施要綱に係る指定を
受けているか受ける見込みがあること。

(2) サービス提供時間を通して看護師又は准看護師を配置し、医療的ケアが
必要な重症心身障害者（児）の受入体制があること。

(3) 損害賠償保険等に加入していること。
(4) サービス利用者である重症心身障害者（児）も補償の対象となる保険に
加入しているか加入予定であること。

（実施事業者の指定等）

第６条 実施事業者の指定を受けようとする者は、田原市重症心身障害者（児）

短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）指定申請書（様式第１号）を

市長に提出し、指定を受けなければならない。

２ 市長は、前項の規定により申請書を受理した場合はその内容を審査し、適

当と認めたときは実施事業者の指定をし、速やかに田原市重症心身障害者

（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）指定通知書（様式第２

号）により通知するものとする。

３ 前項の規定により実施事業者としての指定を受けた者は、次の各号の事由

のいずれかに該当するときは、当該事由が発生した日から１０日以内に田原

市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）指定

変更・廃止届（様式第３号）を市長に提出しなければならない。

(1) 事業所の名称を変更したとき。
(2) 主たる事務所の所在地を変更したとき。
(3) 代表者の氏名及び住所を変更したとき。
(4) 事業所の廃止をしたとき。
（利用者への配慮）

第７条 実施事業者は、短期入所サービスを利用する重症心身障害者（児）の

受入れに当たり、次に掲げることに配慮するものとする。



(1) 重症心身障害者（児）及びその保護者等から事前に十分な聞き取りを行
い、受入れを円滑に進めること。

(2) 利用を希望する重症心身障害者（児）の主治医と十分な連携を図ること。
（補助金の交付）

第８条 市長は、事業の実施に要する経費について、当該年度の予算の範囲内

において田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費

補助金（以下「補助金」という。）を交付する。

（交付の対象及び補助対象経費等）

第９条 事業の実施に必要な経費のうち、補助金交付の対象として市長が認め

る経費（以下「補助対象経費」という。）について補助金を交付する。

２ 補助対象経費、補助基準額、補助率及び補助交付額の算定方法は、次のと

おりとする。

補助対象経費

事業の実施に係る以下の経費とする。

１ 医療的ケアが必要な重症心身障害者（児）を受け入れ

るために配置した看護師等の人件費

  給料、諸手当、社会保険料事業主負担金、賃金等

２ 事務費

  旅費、需用費（消耗品費）、燃料費、印刷製本費、役

務費（通信運搬費及び手数料）等

３ その他

  事業運営に係る必要な経費

補助基準額 １人１日につき３０，０００円

補助率 １０／１０

補助交付額の

算定方法

補助対象経費の支出済額から寄附金その他の収入額を控

除した額と補助基準額を比較して少ない額

（交付の申請）

第１０条 実施事業者は、田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供

体制整備事業補助金交付申請書（様式第４号）を市長が定める期日までに提

出するものとする。

（交付の決定等）

第１１条 市長は、前条の申請があった場合はその内容を審査し、補助金の交

付を適当と認めたときは速やかに交付の決定をするものとする。



２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、田原市重症心

身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業補助金交付決定通知書（様

式第５号）により補助金の交付を申請した実施事業者に通知するものとする。

（計画変更等の承認）

第１２条 補助金の交付の決定を受けた実施事業者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助金の交付の決定を受けた後において、次の各号のいずれかに該

当するときは、速やかに田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供

体制整備事業補助金事業計画変更等申請書（様式第６号）を市長に提出し、

その承認を受けなければならない。

(1) 補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を
変更しようとするとき。

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。
２ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき又は補助事業の

遂行が困難となったときは、速やかに市長に報告し、その指示を受けなけれ

ばならない。

３ 市長は、第１項の変更申請書の提出又は前項の報告があったときは、補助

金の交付の決定を取り消し、又はその決定の内容若しくはこれに付した条件

を変更することができる。

４ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消し、又はその決定

の内容若しくはこれに付した条件を変更したときは、田原市重症心身障害者

（児）短期入所サービス提供体制整備事業補助金変更決定通知書（様式第７

号）により補助事業者に通知するものとする。

（実績報告）

第１３条 補助事業者は、当該補助事業が完了したときは、田原市重症心身障

害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実績報告書（様式第８号）を

市長に提出しなければならない。

２ 前項の実績報告書は、補助事業が完了した日から起算して３０日を経過し

た日又は翌年度の４月５日のいずれか早い日までに提出しなければならない。

（補助金の額の確定通知）

第１４条 市長は、前条の規定により実積報告を受けたときは、補助金の額を

確定し、田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業補

助金確定通知書（様式第９号）により通知するものとする。



（補助金の交付）

第１５条 補助事業者は、前条の補助金確定通知書を受領後、速やかに田原市

重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業補助金請求書（様

式第 10号）により市長に請求するものとする。
２ 市長は、前項の請求書を受理した日から起算して、３０日以内に補助金を

支払わなければならない。

（補助金調書の整備）

第１６条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳

簿等を常に整備しておかなければならない。

２ 前項の書類、帳簿等は、補助事業完了後、５年間保存しなければならない。

（検査等）

第１７条 市長は、補助事業者に対して、補助事業に関し必要な指示をし、報

告を求め、又は検査等することができる。

（その他）

第１８条 この要綱に定めるもののほか、この事業の実施に必要な事項は、市

長が別に定める。

   附 則

 （施行期日）

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

 （効力の失効）

２ この要綱は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。

   附 則

 この要綱は、平成３０年３月３１日から施行する。

附 則

 この要綱は、令和３年３月３１日から施行する。



別表（第３条関係）

特別な医療として定期的に、あるいは頻回に受けている場合

１ 点滴の管理

２ 中心静脈栄養

３ 人工肛門、人工膀胱の処置

４ 酸素療法

５ 人工呼吸器管理

６ 気管切開部の管理

７ 経管栄養（経鼻、胃ろう、腸ろう）

８ 吸入、吸引処置

９ 褥瘡の処置

１０ 導尿・膀胱留置カテーテル

１１ 排便管理（浣腸、摘便）

１２ 下咽頭チューブの管理

１３ 座薬の挿入

１４ その他医師の指示により必要とされる医療



様式第１号（第６条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）

指 定 申 請 書

年   月   日

田原市長         様

所 在 地 

名   称

代表者氏名                

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）の指定を受けた

いので、田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実施要綱第６条第１

項の規定により、次のとおり関係書類を添えて申請します。



申
請
者
（
設
置
者
）

フリガナ

名称

主たる事務

所の所在地

（郵便番号    －    ）

連絡先 電話番号 FAX番号
代 表 者 の

職・氏名
職名

フリガナ

氏名

事
業
所

事業所番号

フリガナ

名称

所在地
（郵便番号    －    ）

連絡先 電話番号 FAX番号

管
理
者

フリガナ

住所

(郵便番号  －    ) 

氏名

事業所の形態
・併設事業所  ・空床利用型事業所  ・単独型事業所

（併設事業所名                    ）

利用定員数
     人

（併設・単独の場合）
主たる対象者

・特定なし ・身体障害者 ・知的障害者

・障害児 ・精神障害者

重症心身障害者

（児）の受入可能

人数

１日   人まで 対象者 ・障害者   ・障害児   ・者児

重症心身障害者

（児）の受入支

援・連携体制

看護職員の配置
専任（常勤   人・非常勤   人）

兼務（常勤   人・非常勤   人）

専門職員の配置 ・理学療法士  ・作業療法士  ・その他（      ）

連携・協力

事業所

名称

所在地

協力医療

機関

名称 主な診療科名

名称 主な診療科名

事故等の補償 損害保険加入状況

・加入済    ・加入予定

補償の対象

医療的ケアが必要な障害者（児）（・対象 ・対象外）

（重症心身障害者（児） ・対象  ・対象外）

愛知県の指定

（見込）状況

事業開始予定日 年   月   日

添付書類
・連携・協力事業所（入所施設等）との連携体制及び協力体制の概要

・協力医療機関との契約の内容



様式第３号（第６条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）

指定変更・廃止届

   年   月   日

田原市長      様

所 在 地

名   称

代表者氏名         

 次のとおり指定を受けた内容を変更（事業を廃止）しましたので届け出ます。

指定内容を変更（廃止）し

た事業所

名 称

所在地

変更した年月日         年   月   日

変更のあった事項 変更の内容

（変更前）

（変更後）

事業廃止した年月日 年   月   日



様式第４号（第１０条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金交付申請書

年  月  日  

 田原市長     様

所 在 地  

名   称 

代表者氏名             

 田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金の交付を受け

たいので、田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実施要綱第１

０条の規定により、次のとおり申請します。

補 助 年 度      年度 補 助 事 業 の 名 称

田原市重症心身障害者（児）等

短期入所サービス提供体制整備

事業

交 付 申 請 額
円 

添 付 書 類

１ 補助金所要額調書（別紙１）

２ 事業計画書（別紙４） 

３ 歳入歳出予算書（抄本）



様式第６号（第１２条関係）

   田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金 

   事業計画変更等申請書

年  月  日  

   田原市長     様

所 在 地  

名   称 

代表者氏名            

  次のとおり事業計画を変更したいので、田原市重症心身障害者（児）短期入所サービ

ス提供体制整備事業実施要綱第１２条第１項の規定により申請します。

年 月 日   年  月  日  番  号  第   号

補 助 年 度        年度 補助金の名称

田原市重症心身障害者

（児）短期入所サービス提

供体制整備事業費補助金

補 助 事 業

の 名 称
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業

補 助 事 業

の 内 容

変更前

変更後

変 更 又 は

中止（廃止）

の  理  由

変更又は中止（廃止）の年月日        年   月   日（予定） 

添 付 書 類

１ 補助金所要額調書（変更）（別紙２）

２ 事業計画書（変更）（別紙５） 

３ 歳入歳出予算書（抄本）



様式第８号（第１３条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金実績報告書

年  月  日  

 田原市長     様

所 在 地  

名   称 

代表者氏名             

 田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実施要綱第１３条第１

項の規定により、次のとおり報告します。

年 月 日 年  月  日  番  号   第   号

補 助 年 度 年度 補助金の名称

田原市重症心身障害者（児）

短期入所サービス提供体制整

備事業費補助金

補 助 事 業

の 名 称
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業

補助金の交付決定通知額 円      

補 助 金 の 既 交 付 額 円      

補 助 事 業 の 経 費 精 算 額 円      

添   付   書   類

１ 補助金算出調書（別紙３）

２ 事業実績調書（別紙６） 

３ 事業実績記録表（別紙７） 

４ 医師意見書（別紙８） 

５ 歳入歳出決算書（抄本） 



別紙８ 

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業 

意見書 

氏名 生年月日     年  月  日生（  歳）

住所 

傷病名 

病状と治療状態 

短期入所利用時に 

必要とする医療 

□点滴の管理   □中心静脈栄養   □人工肛門、人工膀胱の処置 

□酸素療法   □人工呼吸器管理   □気管切開部の管理 

□経管栄養（経鼻、胃ろう、腸ろう）   □吸入、吸引処置 

□褥瘡の処置   □導尿・膀胱留置カテーテル 

□排便管理（浣腸、摘便）   □下咽頭チューブの管理 

□座薬の挿入 

□その他 （            ）

上記のとおり意見する 

      年  月  日 

病院又は診療所名 

所 在 地 

診療担当課名 

作成医師氏名                



様式第９号（第１４条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金確定通知書

 第   号  

年  月  日  

  所 在 地

  名   称

  代表者氏名          様 

田原市長        

      年  月  日付けで実績報告のあった田原市重症心身障害者（児）短期入

所サービス提供体制整備事業費補助金について、次のとおり補助金の額を確定したので

通知します。

年 月 日  年  月  日  番  号   第   号

補 助 年 度 年度 補 助 金 の 名 称

田原市重症心身障害者

（児）短期入所サービス提

供体制整備事業費補助金

補 助 金 の 交 付 確 定 額    円   



様式第１０号（第１５条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金請求書

  年  月  日

田原市長       殿

              申請者 住所(又は団体名) 

                  氏名(代表者名)

   年度田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費

補助金を、下記のとおり請求します。

記

１ 補助金確定額        金       円

２ 請 求  額        金       円



別紙１

事業所名

対象経費の支出予定額 寄附金その他の収入額 差 引 額 補 助 基 準 額
CとDを比較し

て少ない方の額
(補助基本額)

補 助 金 所 要 額

Ａ Ｂ Ｃ（=Ａ-Ｂ） Ｄ Ｅ F（=E×補助率)
円 円 円 円 円 円

備　　考

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金所要額調書



別紙２

事業所名

対象経費の支出予定額 寄附金その他の収入額 差 引 額 補 助 基 準 額
CとDを比較し

て少ない方の額
(補助基本額)

補 助 金 所 要 額 既 交 付 決 定 額 変 更 交 付 申 請 額 備 考

Ａ Ｂ Ｃ（=Ａ-Ｂ） Ｄ Ｅ F（=E×補助率) G Ｈ（=F-G）
円 円 円 円 円 円 円

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金所要額調書（変更）



別紙３

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金算出調書
事業所名

対象経費の支出済額 寄附金その他の収入額 差 引 額 補 助 基 準 額
CとDを比較し

て少ない方の額
(補助基本額)

補 助 金 所 要 額 交 付 決 定 額 補 助 金 受 入 済 額 差 引 過 不 足 額 備 考

Ａ Ｂ Ｃ（=Ａ-Ｂ） Ｄ Ｅ F（=E×補助率) G H Ｉ（＝H-F）
円 円 円 円 円 円 円 円 円



田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業計画書 

法 人 名

事 業 所 名

事業所所在地

事業実施計画

利用見込み対象者数        人

利用見込み日 数 延べ     日

別紙４



田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業計画書 

（変更） 

法 人 名

事 業 所 名

事業所所在地

１ 利用見込み日数

当初申請日数 変更申請日数 増・減（△）日数

延べ     日 延べ     日 延べ     日

２ 利用見込み対象者 

当 初 人 員 変 更 人 員 増・減（△）人員

       人         人         人

別紙５



田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実績調書 

法 人 名

事 業 所 名

事業所所在地

１ 利用実人員及び実績日数

利用実人 員        人

利用実績日数 延べ     日

２ 利用期間 

利用日数 実施回数 利用日数 

１泊２日    回    日

２泊３日 

３泊４日 

４泊５日 

５泊６日 

６泊７日 

合  計 

別紙６



別紙７

実施事業所名：

№ 利用障害児・者氏名 生年月日
障害福祉サービス

受給者番号
開始年月日 終了年月日 利用日数

重症心身障害者
（児）認定の有無

医療的ケアの種類

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業実績記録表



様式第２号（第６条関係）

第　　　号
年      月      日

　所　在　地

　名　　　称

　代表者氏名 様

田原市長

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業者（施設）

  　 　年　　　月　　　日付けで申請のありました田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供
体制整備事業者（施設）として、次のとおり指定したので通知します。

指　　定　　通　　知　　書

 　　　年　　　　月　　　　日

指定事業所の名称

指定事業所の所在地

事　業　開　始　年　月　日



様式第５号（第１１条関係）

田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金交付決定通知書

                                     第  号

                                  年  月  日

所 在 地  

名   称 

代表者氏名                 様 

田原市長        ○印

      年  月  日付けで申請のありました田原市重症心身障害者（児）短期入所サー

ビス提供体制整備事業費補助金の交付について、次のとおり決定したので通知します。

補 助 年 度      年度 補 助 金 の 名 称
田原市重症心身障害者（児）短期入所

サービス提供体制整備事業費補助金

補 助 事 業 の 名 称
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整

備事業

交    付   金    額
円  

交   付   条   件



様式第７号（第１２条関係）

    田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事業費補助金 

    変更決定通知書 

                                    第  号 

                                 年  月  日

所 在 地  

名   称 

代表者氏名             様 

田原市長        ○印

      年  月  日付け 第  号により交付決定した田原市重症心身障害者

（児）短期入所サービス提供体制整備事業日補助金について、次のとおり変更したので

通知します。

補 助 金 の 名 称
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事

業費補助金

補助事業の名称
田原市重症心身障害者（児）短期入所サービス提供体制整備事

業

変更前の交付金額 円 

変更後の交付金額 円 

変 更 増 減 額 円 

交 付 の 条 件


